
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　事業概況

２　事業実施状況

（１）　特定非営利活動に係る事業

(A) 実施日時 (D) 受益対象者の 実    績

(B) 実施場所 範囲 ／年間予算額

(C) 従事者の人数 (E) 人数

（単位：千円）

① ・ (A) 周年 (D)

(B) 全国52地域 24,152,885

(C) 17人 (E) 約200人 /25,490,000

・ (A) 周年 (D)
(B) 被災地 25,965,699

17地域 (E) 約70人 /30,614,000
(C) 17人

・ (A) 周年 (D)
(B) 被災地 14,912,198

18地域 (E) 約1,840人 /16,589,000
(C) 34人

・ (A) 周年 (D)

(B) 被災地

2地域 (E) 約30人 314,707

(C) 2人 /325,534

被災地の漁業者
等

　東日本大震災により被害を受けた漁業者
グループによる省エネ機器設備導入を推
進し、単なる復旧にとどまらない省エネに
優れた高収益・環境対応型漁業への転換
と迅速・効率的な漁業の再建を目的とする
「漁業経営体質強化機器設備導入支援事
業」の事業主体として、必要な経費の助成
等を行った。

　漁業及び養殖業の収益性の向上等を目
的とする「漁業構造改革総合対策事業」の
事業主体として、事業実施者に対する必要
な経費の助成、指導等を実施した。
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特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

漁業経営の安定
化に関する事業

(1)　生産構造が脆弱化している水産業の体質強化等を図るため、国の補助（基金）事業である「漁業構造改革総合対策事
業」、「再編整備等推進支援事業」及び 「有害生物漁業被害防止総合対策事業」の事業主体として、これら事業の推進に努め
た。

(2)　東日本大震災により甚大な被害を受けた水産業の復興に資するため、基金事業として前々年度に措置された「漁業・養殖
業復興支援事業」の事業主体として、引き続き関係機関・団体との連携、事業実施体制の強化を図るとともに、被災県関係者
への指導及び事業化の推進に努めた。

漁業者・養殖業
者等

　東日本大震災により壊滅的な被害を受け
た養殖業の復興支援を目的とする「養殖復
興支援事業」の事業主体として、事業実施
者に対して必要な経費の助成、指導等を
実施した。

(5)　常に、ホームページの充実とタイムリーな更新に努め、本機構の活動について水産関係者・団体をはじめ、広く国民一般
への広報に努めた。

(3)　また、公募された「平成25年度漁業経営体質強化機器設備導入支援事業」の事業主体に選定され、被災県関係者への周
知及び事業の円滑な実施に努めた。

事　　業　　内　　容
事業名

（定款に記載した事
業）

被災地の漁業者
等

(4)　2013くまもと豊かな海づくりフェスタ（第33回全国豊かな海づくり大会関連行事）における海藻おしば協会の活動、「海の恵
みと食料安全保障を考える産学国際シンポジウム」への協賛等を通じ、漁場環境保全や水産資源管理の意義の広報等に努め
た。

　東日本大震災により壊滅的な被害を受け
た漁業の復興支援を目的とする「漁業復興
支援事業」の事業主体として、事業実施者
に対する必要な経費の助成、指導等を実
施した。

被災地の養殖業
者等
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(A) 実施日時 (D) 受益対象者の 実　　績

(B) 実施場所 範囲 ／年間予算額

(C) 従事者の人数 (E) 人数

（単位：千円）

② ・ (A) 周年 (D) 漁業者

(B) 全国3地域 (E) 20人程度

(C) 2人 104,546

/840,415

③ ・ (A) 周年 (D) 漁業者・漁協等

(B) (E) 約700人

631,404

/1,593,822

(C) 9人

④ ・ (A) 随時 (D) 漁業団体等

(B) 東京都内 (E) 10人 101/100

(C) 1人

・ (A) 10月 (D) 一般市民

(B) 熊本市内 (E) 144人

(C) 1人

(A) 3月 (D) 205 /200

(B) 東京都内

(C) 4人 (E) 300人

⑥ ・ ・ 随時 ・ 不特定多数

66,081,745

/75,453,071

（２）　その他の事業

　　本年度の事業実績は無い。

事業名
（定款に記載した事

業）
事　　業　　内　　容

魚食を中心とし
た食育普及推進
事業

水産資源の保
護・増進に関す
る事業

漁場環境の保全
に関する事業

　資源水準に見合う漁業体制を構築するた
めの減船や資源管理を図るための漁獲対
象魚種等の転換を実施する漁業者の経営
等への影響を緩和し、資源の管理・回復及
び漁業生産構造の再編整備の円滑な推進
を図ることを目的とする「再編整備等推進
支援事業」の事業主体として、事業実施者
に対して必要な経費の助成を行った。

　大型クラゲ・トド・ナルトビエイ・ザラボヤ等
の有害生物による漁業被害の防止対策を
目的とする国の補助事業である「有害生物
漁業被害防止総合対策事業」の事業主体
として、事業実施者に対して必要な経費の
助成等を行った。

水産関係団体に
対し､連絡、助言
又は援助を行う
事業

　ホームページの更なる充実を図り、本法
人の活動等のタイムリーな広報に努めた。

⑤ 水産業の発展に
関する事業

2013くまもと豊かな海づくりフェスタにおけ
る海藻おしば協会の活動に対する支援を
通じ、海の環境保全の重要性について一
般市民への広報に資した。また、「海の恵
みと食料安全保障を考える産学国際シン
ポジウム」に協賛し、日本の水産資源管理
の評価と今後のあり方等について関係者
の情報共有や認識の深化に資した。

0 / 0

全国(大型ｸﾗ
ｹﾞ)、北海道、青
森(ﾄﾄﾞ)、有明海・
周防灘(ﾅﾙﾄﾋﾞｴ
ｲ)、北海道・青
森・岩手(ｷﾀﾐｽﾞｸ
ﾗｹﾞ)、北海道・青
森(ｻﾞﾗﾎﾞﾔ)

魚食普及を推進する団体の事務局運営に
協力した。

水産関係者、マ
スコミ等

2


